
五島市監査委員公表第１５号 

 

令和８年４月２２日に提出された地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２

条第１項の規定に基づく住民監査請求について、五島市住民監査請求に基づく監査に

関する規程（令和３年五島市監査委員訓令第１号）第１２条第７項の規定により公表

する。 

 

 

令和８年５月１５日 

 

                     五島市監査委員 米 山 尚 志 

                     五島市監査委員 山 田 洋 子 
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１ 請求の内容 

(1) 請求書の提出 

令和８年４月２２日に請求書が提出された。 

(2) 請求の要旨 

請求書に記載されている事項及びこれに添付された事実を証する書面による

と、請求の要旨は、次のとおりである。 

なお、下記の請求の趣旨等については、本件請求書の原文のまま記載した。 

１ 再審査請求の趣旨 

貴監査委員が令和８年４月１７日付け（７五監第６９３号）で行った「却下決定＝

受理できない」について、その判断には重大な事実誤認及び法令の解釈の誤りがある

ため地方自治法２４２条に基づき下記のとおり再審査を求める。 

 

２ 再審査を求める理由（要旨） 

(1) 本件却下理由は、最高裁判例（別紙）の射程を誤って適用していること 

(2) 今回監査請求（令和８年３月１３日付け)は、前回請求（令和７年１１月１８日

付け）とは異なる「新たな財務会計行為」を対象としており、一時不再理の要件を

満たさないこと 

(3) 監査委員が検討すべき事実関係を十分に審査していないこと 

 

３ 再審査を求める理由（詳細） 

(1) 最高裁判例（別紙）の射程の誤用 

貴監査委員は却下理由として、「主張する違法・不当事由や提出証拠が異なるこ

とによって別個の監査請求にはならない」とする最高裁判例を引用している。 

しかし、同判例が前提としているのは、「対象となる財務会計行為が同一である場

合」に限られる。同時に、「対象となる財務会計行為が異なる場合には、一時不

再理は成立しない」とも明確に判示している。貴監査委員の判断は、この前提部

分を欠落させたまま判例の一部のみを適用しており、 法令解釈として不十分で

ある。 

(2) 今回監査請求は、前回と異なる「新たな財務会計行為」を対象としている前回

請求には存在しなかった、以下の財務会計行為を対象としている。 

① 財政調整基金の取り崩し及び戻し処理、これは独立した予算執行行為であ

る、前回請求の対象と異なる。 

② 五島市に生じた損害賠償のその原因行為、この損害賠償の発生は、前回 

請求時点では、存在していなかった「新たな財務会計行為」である。 

これらは、最高裁判例がいう「対象行為の同一性」を欠くため、「前回監査請

求と同一案件とは評価できず」一時不再理の適用対象ではない。 

(3) 監査委員の審査が事実関係の検討を欠いている（本件却下決定） 

① 基金取り崩し及び戻し処理が前回請求と同一の財務会計行為か 

② 損害賠償の発生が前回請求時点で存在したか 
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③ 新たな違反事由として独立性があるか 

といった、判例上必須とされる「対象行為の同一性」の検討がおこなわれていない。

この点は、地方自治法２４２条の趣旨（住民の財務監視権の保障）に照らしても、

重大な審査不備である。 

 

４ 結論 

以上のとおり、本件却下決定は、①最高裁判例の射程を誤って適用していること、 

②対象行為の同一性の判断を欠いていること、③新たな財務会計行為を無視してい

ることから、法的に維持し得ない。 

よって、貴監査委員において今回監査請求を再審査し、適法に受理のうえ実質審査を

行うよう求める。 

２ 地方自治法第２４２条の要件に係る判断 

 (1) 判断について 

地方自治法第２４２条第１項は、普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公

共団体の執行機関又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財産の取

得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負

担（以下「財務会計上の行為」という。）がある（当該行為がなされることが相当

の確実さをもって予測される場合を含む。）と認めるとき、又は違法若しくは不当

に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実（以下「怠る事実」と

いう。）があると認めるときは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監

査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求することができる旨規定し、同条第

２項は、当該財務会計上の行為があった日又は終わった日から１年を経過したと

きは、正当な理由があるときを除き、住民監査請求をすることができない旨規定

している。 

また、財務会計上の行為又は怠る事実は、普通地方公共団体に積極消極の損害

を与え、ひいては住民全体の利益に反するものでなければならず、違法、不当な

事由があるとしても、それが普通地方公共団体に損害をもたらすような関係には

ないことが明らかな場合は、住民監査請求の対象にならないとされている（最高

裁判所平成６年９月８日第一小法廷判決）。 

したがって、普通地方公共団体の住民が住民監査請求をするためには、その対

象が当該普通地方公共団体の執行機関又は職員の違法若しくは不当な財務会計

上の行為又は怠る事実であること、当該財務会計上の行為又は怠る事実により当

該普通地方公共団体に損害が生じること、正当な理由があるときを除き、当該財

務会計上の行為があった日又は終わった日から１年以内の請求であることなど

が要件となる。 

そこで、本件請求が地方自治法第２４２条に規定する要件を満しているかにつ

いて検討する。 
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本件請求において、請求人は、請求人自身が令和８年３月１３日付けで提出し

た五島市職員措置請求書（住民監査請求）に対する五島市職員措置却下通知書（令

和８年４月１７日付け７五監第６９３号）について、１の(2)に記載のとおり五

島市監査委員に対して再審査を要求したものである。 

 本件請求について審査した結果、請求人の要求は地方自治法第２４２条に規定

する違法若しくは不当な財務会計上の行為又は怠る事実のいずれにも該当しな

い。 

(2) 結論 

以上のとおり、本件請求は、地方自治法第２４２条に規定する住民監査請求の

要件を満たさない不適法なものであるから、受理することはできない。 


